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射水市営駐車場指定管理者募集要項

I 施設の概要

１ 名称・所在地・収容台数

⑴ 小杉駅前広場駐車場（2時間無料駐車場）

所在地 射水市三ケ字中𠮷原 4020 番地 1

収容可能台数 13 台

⑵ 小杉駅東駐車場（月極駐車場）

所在地 射水市三ケ字中𠮷原 3925 番地 4

収容可能台数 45 台

⑶ 太閤山 10 丁目駐車場（月極駐車場）

所在地 射水市太閤山 10 丁目 12 番地 1

収容可能台数 40 台

⑷ 太閤山 5・6丁目駐車場（月極駐車場）

所在地 射水市太閤山 5丁目 67番地

収容可能台数 58 台

⑸ 大門中町駐車場（月極駐車場）

所在地 射水市二口 2935 番地

収容可能台数 11 台

⑹ 越中大門駅前広場駐車場（月極駐車場）

所在地 射水市北野 1446 番地 9

収容可能台数 25 台

⑺ 大島駐車場（月極駐車場）

所在地 射水市小島 724 番地

収容可能台数 14 台

２ 設置目的

射水市営駐車場は市街地における駐車場を確保し、道路交通の円滑化を図るために

設置されている施設です。

３ 利用状況等

過去の利用料金収入

年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

利用料金収入 7,720,740 円 7,408,320 円 7,830,490 円
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II 募集に関する事項

１ 募集の趣旨

射水市営駐車場の適正な運営管理を図るため、射水市営駐車場の管理に指定管理者

制度を導入するものであり、「射水市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関す

る条例（平成 18 年射水市条例第 3号）」（以下「条例」という。）に基づいて、指定管理

者候補者の選定のための公募を行います。

２ 条件等

(1) 申請資格（指定管理者に求める資格・要件）

申請することができるのは、次の要件を満たす法人その他の団体（以下「法人等」

という。）であることとします。

① 指定期間中、安定的に管理運営することが可能なノウハウや実施体制、経営基盤

が確保できる法人等の団体であること（法人格の有無は問いませんが、個人による

申請はできません。）。

② 申請する法人等及びその役員（株式会社にあっては取締役、公益法人にあっては

理事、その他の法人等にあってはこれらに相当する職であるもの。以下同じ。）が、

次のア～カのいずれにも該当しないこと。

ア 破産者で復権を得ない者又は会社更生法若しくは民事再生法に基づく更生若

しくは再生手続中の者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2 条第 2 号に規定する暴

力団又は同条第 6号に規定する暴力団員

ウ 市税等を滞納している者

エ 地方自治法施行令第 167 条の 4第 2 項各号のいずれかに該当すると認められ

る者

オ 本市における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者

又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために談合した者で、

その事実があった後 2 年を経過しないもの及びその者を代理人、支配人その他

の使用人として使用する者

カ 地方自治法第 244 条の 2第 11 項の規定により、指定管理者の指定を取り消さ

れ、その取消しの日から起算して 2年を経過しない者

③ 申請する法人等の役員が次に掲げるア、イのいずれにも該当しないこと。

ア 民法第 20 条第 1 項に規定する制限行為能力者（成年被後見人、被保佐人、被

補助人又は未成年者）

イ 禁錮以上の刑に処せられている者（執行猶予中の者を含む。）

④ 別紙１「公の施設の管理の業務からの暴力団関係者の排除について」の排除措置

の該当事項に該当しないこと。
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※ 共同体で申請する場合、すべての構成員が上記の全要件を満たす必要があり

ます。

※ 指定管理者として指定された場合、申請の時点から指定管理期間の満了時ま

で継続して上記の要件を満たしている必要があります。

(2) 指定管理者が行う業務の範囲・内容（詳細は別添業務管理仕様書参照）

① 駐車場の施設及び設備の維持管理に関する業務

② 駐車場の使用許可に関する業務

③ 駐車場の利用料金の徴収に関する業務

④ その他駐車場管理に関して必要と認める業務

(3) 管理の基準

① 使用時間 午前 0時から午後 12 時まで

② 関係法令等の遵守

地方自治法等関係法令、射水市営駐車場条例（平成 17 年射水市条例第 11号）等

を遵守し、適正な管理を行う必要があります。

③ 個人情報の適切な取扱い

指定管理者は、指定管理業務を通じて取得した個人情報について、その取扱いに

十分留意し、保護を図るために、射水市個人情報保護法施行条例（令和 8年射水市

条例第１号）に基づき、必要な措置を講ずる必要があります。

④ 業務の一括委託の禁止

指定管理者は、管理に係る業務を一括して第三者へ委託し、又は請け負わせるこ

とはできません。ただし、業務の一部については、事前協議書を市に提出し、市の

承認が得られれば、委託することができます。なお、施設の使用許可及び利用料金

に関する業務については、第三者へ委託することはできません。

⑤ 守秘義務

指定管理者は指定管理業務を行うに当たり、業務上知り得た内容を第三者に漏

らしたり、自己の利益のために使用したりすることはできません。指定期間が終了

した後も同様とします。

⑥ 情報公開

指定管理者は、指定管理業務を通じて作成、取得した情報について、開示や提供

の申出があった場合のために、射水市情報公開条例（平成 17 年射水市条例第 20

号）に基づき、必要な措置を講じるよう努める必要があります。

(4) 指定期間

令和 9年 4月 1日から令和 12年 3月 31 日まで（3年間）
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※ 指定期間途中で、市の政策等により施設が廃止となる場合、施設の廃止日を

もって指定期間は満了することとします。その場合、市には違約金等の支払い

義務は発生しないものとします。

(5) 管理に係る経費

① 指定管理料及び修繕費

施設の管理運営に関するすべての経費は、駐車場の利用料金収入をもって充て

るものとし、本市は指定管理料及び修繕費を支払いません。

指定管理者の支払う修繕費の上限は、年額 330,000 円（消費税及び地方消費税

を含む）とし、それを超える修繕について指定管理者と市で協議します。また、1

件 110,000 円（消費税及び地方消費税を含む）を超える修繕については、事前に

指定管理者と市で協議のうえ、実施することとします。

② 留意事項

指定管理者は、指定管理業務に係る資金の収支については、他の会計とは区分

して経理し、金融機関その他確実な方法により管理するものとします。

(6) 利用料金制

射水市営駐車場については、地方自治法第 244 条の 2第 8 項の規定に基づく利用

料金制を採用します。

利用料金は、射水市営駐車場条例第 9条の規定により、同条例の別表で定める金

額の範囲内において指定管理者が市長の承認を受けて定め、徴収した利用料金につ

いては、指定管理者の収入となります。また、自主事業等による収入についても、

指定管理者の収入となります。

なお、令和 9 年度から令和 11 年度までの各年度の利用料金の収入見込額は、

7,830,000 円（消費税及び地方消費税を含む）とします。

(7) 納付金

指定管理者は、納付金を市に納めてください。

指定管理者が納める市に納入する指定管理期間中の各年度の納付金は 995,000 円

（消費税及び地方消費税を含む）を下限とし、指定管理者が納付金額を提案してく

ださい。

各年度の利用料金の収入が令和 7年度の利用料収入額（7,830,490 円（消費税及

び地方消費税を含む））を超えた場合、超えた金額の 30％に相当する額を追加納付

金として市に納付するものとします。なお、百円単位以下は四捨五入するものとし

ます。
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各年度の修繕費の支出が 330,000 円（消費税及び地方消費税を含む）に満たなか

った場合、330,000 円から支出した修繕費を引いた額を市に納付するものとします。

(8) 指定管理者と市とのリスク分担

指定管理者と市とのリスク分担は、原則として次表に定めるとおりとします。次

表に記載のない事項については、市と指定管理者で協議することとします。

※ 1 指定管理者の支払う修繕費の上限は、年額 330,000 円（消費税及び地方消費税

を含む）とし、それを超える修繕について指定管理者と市で協議します。

※ 2 1 件 110,000 円（消費税及び地方消費税を含む）を超える修繕については、事

前に指定管理者と市で協議のうえ、実施することとします。

※ 3 指定管理者が、施設内で自主事業を実施する場合等、市が加入している「市民

総合賠償保険」の対象とならない事項については、指定管理者自身で、必要な保

険に加入するものとします。

※ 4 施設運営に重大な影響を与えるような物価変動があった場合は、指定管理者と

市で協議して決定するものとします。

※ 5 利用者の減少が、新たな感染症の流行等、不可抗力による場合は、指定管理者

と市で協議して決定するものとします。

なお、指定管理者が故意又は過失により利用者に損害を与えた場合において、市が

その損害を賠償したときは、国家賠償法の規定により、指定管理者に対して求償権を

行使することがあります。

項 目 指定管理者 市

施設の通常の維持管理・運営 ○

施設内の設備の維持管理 ○

施設、設備の修繕 ※1、※2 ○ 〇

指定管理者が自ら調達した備品の修繕等 ○

施設に係る損害賠償保険への加入 ※3 ○ ○

物価変動に伴う経費の増加 ※4 ○

不可抗力に伴う経費の増加 ○

利用者の減少に伴う収入の減少（利用料金制導入施設）※5 ○

利用者等への

損害賠償

指定管理者に帰責事由があるもの ○

市に帰責事由があるもの ○

個人情報の漏洩（指定管理者の故意又は過失によるもの） ○

自主事業運営に関するもの ○
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(9) 定期報告書（月報）の提出

指定管理者は、毎月終了後、市へ定期報告書及び添付資料として必要な書類を提

出する必要があります。

① 報告書の記載内容

ア 各駐車場の毎月末時点の契約台数

イ 各駐車場の収入

② 添付書類

小杉駅前広場駐車場確認簿（市営駐車場業務仕様書 別表 2）

③ 提出期限

毎月 10日まで

④ 提出方法

生活安全課へ電子メールで提出

(10) 事業報告書（事業年度報告書）の提出

指定管理者は、条例第 7条の規定に基づいて、毎事業年度終了後、事業報告書及

び添付資料として必要な書類を提出する必要があります。

① 報告書の記載内容

ア 管理運営の実施状況に関する事項

イ 利用状況に関する事項

ウ 利用料金収入の実績に関する事項

エ 管理運営に係る経費の状況に関する事項

オ 再委託の実施に関する事項

カ 利用者アンケートに関する事項

② 提出期限

毎年度終了後、1か月以内

③ 提出方法

生活安全課へ電子メールで提出

(11) 市の調査・評価等に対する協力

市では、指定管理者制度導入施設に係るモニタリングを実施しています。指定管

理者は、利用者アンケートを実施し、その結果を事業報告書に記載していただきま

す。

市は、毎年度終了後に指定管理者から事業報告書の提出を受けた後、施設の管理

運営状況について業務状況評価を実施し、その結果を公表します。

また、年に 1回以上実地調査を行うほか、必要に応じて当該管理の業務又は経理

の状況に関し報告を求め、必要な調査や指示をする場合があります。指定管理者は、
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これらの必要な調査等に協力するものとします。

(12) 監査委員による監査

市の監査委員が必要であると認めるときは、指定管理者による射水市営駐車場の

管理に係る出納関連の事務について、監査する場合があります。

(13) 施設管理の継続が適当でない場合における措置

① 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合

上記(11)の市による指示に従わない場合、指定管理者が指示された当該期間内

に改善することができなかった場合、又は当該指定管理者による施設管理の継続

が適当でないと認められる場合は、市は地方自治法第 244 条の 2第 11 項の規定に

より、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部の

停止を命ずることができます。

② 指定が取り消された場合等の損害賠償

前記①により指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部又は一部が停止

された場合、指定管理者は、指定取消し等によって生じた損害について、市に賠償

するものとします。

③ 不可抗力等による場合

不可抗力その他指定管理者及び市の責めに帰すことができない事由により、事

業継続が困難となった場合は、施設管理の可否について両者協議の上、市は、指定

管理者の指定を取り消し、又は業務の全部又は一部の停止を命ずることができる

ものとします。

(14) 保険の加入

指定管理者は、自らが負うリスクに対し、必要な保険に適切な範囲で加入するも

のとします。

なお、保険に加入した場合は、保険契約及び保険証書の写しを当該保険の契約締

結後、速やかに提出してください。保険契約を更新又は変更した場合も同様としま

す。

① 賠償責任保険

市が加入している「全国市長会市民総合賠償補償保険」の平成 23年度制度改正

により、すべての指定管理者を当該保険の被保険者としてみなすことができるよ

うになりましたが、指定管理者の自主事業による活動は対象外となります。そのた

め、指定管理者独自で保険に加入するなど、指定管理者による損害賠償の履行を確

保する必要があります。その他、指定管理期間中に必要な保険については、適宜指

定管理者自身で加入してください。
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（全国市長会市民総合賠償補償保険の補償内容）

(15) 指定管理者による自主事業等の提案

自主事業の実施

指定管理者は、施設の管理運営業務以外に、自らの経費で自主事業を実施するこ

とができます。ただし、実施できる事業は、「自主事業に関する提案書」を市へ提出

し、市の承認を得たものに限ります。なお、自主事業を実施する場合には、次の点

に留意してください。

・ 自主事業の内容が、射水市営駐車場の設置目的に沿ったものであること。

・ 事業の実施に当たって、他の利用者の支障とならないこと。

・ 参加者に参加料を求める場合は、その額が適正なものであること。

・ 自主事業を行う場合においても、施設の利用料金は利用料金収入として計上

し、 それ以外の収入は自主事業収入として指定管理者の収入とすること。

・ 自主事業の経理は、指定管理業務と区分して経理すること。

３ 応募・選定手続

(1) 募集

募集要項等の関係書類は、令和 8年 9月 1日（火）から担当窓口（市役所 2 階生活

安全課）で直接配布するほか、本市ホームページからダウンロードできます。

＜ホームページアドレス＞

https://www.city.imizu.toyama.jp/event-topics/svTopiDtl.aspx?servno=33274

(2) 申請方法

① 提出書類

申請に当たっては、以下の書類を提出してください。提出書類は、原則電子デー

タ（ＰＤＦ形式）での提出としますが、●が付いた書類は電子データを提出後、原

本を持参または郵送で提出ください。

なお、必要に応じて追加資料を提出いただく場合があります。

ア 指定申請書（様式第 1号）

イ 事業計画書

ウ 収支計画書

エ 自主事業に関する提案書

オ ●誓約書

身体賠償
1名につき １億円

1事故につき 10億円

財物賠償 1事故につき 2,000 万円
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カ 代表者等の名簿（｢射水市の公の施設の管理の業務からの暴力団排除に関する

合意書の取扱要領（平成 19 年射水市告示第 10 号）｣に基づき、代表者・役員の

役職、氏名、住所、生年月日を記載した名簿を提出してください。）

キ 法人などの概要を記載した書類

ク 法人などの組織図、役員名簿

ケ 定款、寄附行為その他これらに準ずるもの

コ ●法人の登記事項証明書

サ 申請日の属する事業年度の直前 2 事業年度の事業報告書並びに財産目録、貸

借対照表及び損益計算書又は収支計算書（申請日が前事業年度の終了の日の翌

日から 3 か月を経過する日前であって、前事業年度の書類を作成していないと

きは、前事業年度の直前 2事業年度のこれらの書類）

※ 書類を作成していない場合は、法人等の事業及び財務の状況を明らかにし

た書類

シ 申請日の属する事業年度の事業の計画及び損益の状況の見込み又は収支の見

込みを明らかにする書類

ス ●納税したことを証明する書類（滞納がないことを証明する書類）

セ 共同体として申請する場合は、共同体の構成団体及び代表者、協定書、役割分

担、業務実施体制、責任分担が明らかとなる書類

※ 共同体の場合は、キ～スに関する書類をその全構成員について提出すること。

② 提出先

射水市市民生活部生活安全課生活安全係 （射水市庁舎 2階）

〒939-0294 射水市新開発 410 番地１

メールアドレス：seikatsu@city.imizu.lg.jp

③ 提出期間

・ 令和 8 年 9月 1日（火）午前 9時から 10月 5日（月）午後 5時まで

（持参での提出受付時間は土日祝祭日を除く午前 9時から午後 5時までです。）

・ 郵送の場合は、郵便書留により提出期限日の午後 5時までに必着

④ 申請書類に係る著作権

（指定管理者候補者選定までの著作権）

申請書類に著作権の対象となるものがある場合の著作権は、申請者に帰属しま

す。ただし、市は、指定管理者候補者の選定に必要な場合は、申請書類の内容を無

償で使用できるものとします。

（指定管理者候補者の選定後の著作権）

指定管理者候補者に選定された申請者の申請書類に著作権がある場合の著作権

は、指定管理者候補者に選定された時から市に帰属し、指定されなかった申請書類

の著作権は申請者に帰属します。
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⑤ その他留意事項

・ 同一の公の施設に複数の申請をすることはできません。

・ 申請書提出後は、申請書の内容の変更、再提出及び差替えを認めません。

・ 申請に係る経費は、すべて申請者の負担とします。

・ 申請に使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。

・ 提出された書類は返却しません。

・ 提出された書類は射水市情報公開条例の対象となり、同条例の規定に基づい

て個人・法人に関する情報等不開示とすべき箇所を除き、開示することがありま

す。

（共同体による申請に関する事項）

複数の法人等で構成する共同体（以下「共同体」という。）も申請を行うことが

できます。

共同体の構成員は、同一の公の施設の指定管理者の募集に申請する他の共同体

の構成員となること、又は単独で同一の公の施設の指定管理者の募集に申請を行

うことはできません。

(3) 質問事項の受付

① 質問・回答方法

・ 質問は、次の質問受付期間内に「質問書」（別紙２）に記入の上、電子メール

にて提出してください。

・ 質問事項の他に申請団体名（共同体で申請する場合は代表者名）、申請団体の

所在地、電話番号及び担当者の所属、氏名を記載してください。

・ 回答期日に募集要項を配布した方のすべてに対して、提出された質問及び質

問への回答を電子メールにて送付します。

② 質問受付期間

令和 8年 9月 1日（火）から 9月 28 日（月）午後 5時まで

③ 質問への回答日

随時回答します。

④ 連絡先

射水市市民生活部生活安全課生活安全係

メールアドレス：seikatsu＠city.imizu.lg.jp

(4) 審査方法及び審査基準

① 審査方法

指定管理者の選定に係る審査については、「射水市営駐車場指定管理者候補者選

定委員会」において行いますが、申請者は、選定委員会において、提出書類の内容
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について、プレゼンテーションを行っていただくほか、委員によるヒアリングに対

応していただきます。審査は、10月中旬～下旬に行う予定で、非公開とします。

② 審査基準

審査に当たっては、審査基準に基づき採点し、その得点が最も高かった者を指定

管理候補者として選定することとします。

なお、次の審査基準に基づいた得点の合計点が、満点の 6割に達していない場合

は、基準に満たなかったと判断し、選定しないこととします。

≪審査基準≫

審 査 基 準 審査の視点 判 定

１ 市民の平等な利用の

確保

（条例第 4 条第 1号）

市民の平等な利用が確保される内容になっているか。 平等利用が確

保されない場

合は選定しま

せん

２ 公の施設の効用の最

大限の発揮

（条例第 4 条第 2号）

【施設設置目的の達成】

a 施設の設置目的を認識し、運営方針が施設の設置目的

に合致しているか。

b 施設の維持管理業務及び安全管理は適切に実施できる

内容となっているか。

50点

【サービスの向上】

a 利用者のニーズを把握し、改善に結びつける方策がと

られているか。

b 管理運営全般について定期的に自己評価し、改善に結

びつける方策がとられているか。

【利用者の増加】

a 施設利用を促進させる方策（営業・広報活動等）が提案

されているか。

【地域活性化の取組】

a 市内在住者の雇用や市内事業者の活用など、地域資源

を活用する提案があるか。

３ 管理運営経費の縮減

等

（条例第 4条第 2号）

【管理運営に係る収支の内容と的確性】

a 収支計画の内容は妥当か。

b 納付金の提案額

c 施設の管理運営にかかる経費が明確な積算根拠を基に

適正に見込まれているか。

d 経費削減のための具体的かつ実現可能な提案がなさ

れ、健全な運営が確保されているか。

20点
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③ 審査結果

審査結果については、審査が終了した時点において、全ての審査対象者に通知し

ます。

なお、審査の結果概要については、市のホームページ等で公表することとします。

III 指定管理者の指定及び協定の締結

１ 指定管理者の指定

選定した指定管理者候補者については、地方自治法第 244 条の 2第 6 項の規定に基

づいて市議会の議決を経た上で、指定管理者として指定します。

２ 協定の締結

指定管理者による公の施設の管理に係る細目事項については、市と指定管理者との

協定を締結することとします。

(1) 基本協定

指定期間を通じて適用する基本的な事項については、次のとおりとします。

① 指定管理者が行う管理業務の内容

② 指定管理者が行う管理の基準

③ 利用料金に関する事項

④ 修繕に関する事項

⑤ 納付金に関する事項

⑥ 事業報告等に関する事項

⑦ 市と指定管理者のリスク分担に関する事項

⑧ 自主事業に関する事項

⑨ 経理区分に関する事項

４ 公の施設の管理を適

正かつ確実に行うため

の財産的基礎及び人的

構成

（条例第 4条第 3号）

【安定した基礎能力】

a 団体の経営状況に問題はないか。また、施設管理運営の

経験があるか。

b 指定管理業務を安定的かつ確実に行うための経理的基

礎を有しているか。

30点
【安定した人的管理能力】

a 職員の資質・能力向上を図るための研修、体制が図られ

ているか。

【適切な管理体制】

a 緊急時、災害時等の危機管理体制は適切か。

b 個人情報の保護について、その重要性を認識し、対策

を講じているか。

合 計 100 点



13

⑩ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項

⑪ 指定期間満了時等における原状回復義務

⑫ 指定管理者の損害賠償義務

⑬ 不可抗力発生時の対応に関する事項

⑭ 管理の業務に係る個人情報の保護に関する事項

⑮ 管理の業務に関する情報公開に関する事項

⑯ 事故対応マニュアル等の作成に関する事項

⑰ 指定管理者の名称等の変更の届出

⑱ 権利義務の譲渡及び一括再委託の禁止

⑲ その他必要と認める事項

(2) 年度協定

年度ごとに取り決めるべき事項について、年度協定を締結します。

① 当該年度の管理業務の内容に関する事項

② 納付金の額及び支払方法に関する事項

③ その他必要と認める事項

IV その他

１ スケジュール

実施時期 事務内容

令和 8 年 9月 1 日（火） 指定管理者募集開始（申請書受付開始）

令和 8 年 9月 1 日（火）～

令和 8 年 9月 28日（月）
質問の受付期間

随時 質問の回答

令和 8 年 9月 1 日（火）～

令和 8 年 10 月 5日（月）
申請書等の受付期間

令和 8 年 10 月中旬～下旬 指定管理者候補者の選定（選定委員会）

令和 8 年 10 月下旬～
指定管理者候補者との協議

指定管理者候補者と仮協定書の締結

令和 8 年 12 月
市議会 12 月定例会（指定管理者指定の議案提出、議

決）

議会終了後

指定管理者の指定及び告示

協定書の作成

指定管理者との基本協定書（本協定書）の締結

令和 9 年 4月 1 日 指定管理者による射水市営駐車場の管理開始
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２ その他留意事項

(1) 指定期間終了後又は指定取消しにより、次期指定管理者に業務を引き継ぐ際は、

円滑な引継ぎに協力するとともに、必要なデータ等を提供していただきます。

(2) 指定管理者の指定に係る申請及び公の施設の管理運営に当たっては、関係法令及

び関係条例等を遵守してください。

(3) 市内雇用者の確保及び市内事業者等の活用について

適正な履行の確保を図ることができる範囲において、指定管理業務に伴う雇用に

当たっては、市内から積極的に雇用するとともに、修繕等の発注、物品又は役務の

調達に当たっては、市内事業者等の活用に努めてください。

３ 添付書類

(1) 射水市営駐車場管理業務仕様書

(2) 指定申請書（様式第 1号）

(3) 事業計画書

(4) 収支計画書

(5) 自主事業に関する提案書

(6) 誓約書

(7) 公の施設の管理の業務からの暴力団関係者の排除について（別紙 1）

(8) 質問票（別紙 2）

(9) （参考）射水市営駐車場条例及び射水市営駐車場条例施行規則

問い合わせ先

射水市市民生活部生活安全課（事務担当：北井、今野）

電話：0766－51－6623 FAX ：0766－51－6655

メールアドレス：seikatsu＠city.imizu.lg.jp


